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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本

機械工業連合会（JMF）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工

業標準調査会の審議を経て，厚生労働大臣及び経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS B 9715:2006 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。厚生労働大臣，経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の

特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2010 年に第 2 版として発行された ISO 13855 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，JIS B 9700 のまえがきで示されるタイプ B 規格である。 

この規格で扱う特定の安全防護物のリスク低減効果は，危険区域に対して装置の関連部分が正しく位置

決めされることに依存する。これらの位置を決定する際，次のような多くの側面を考慮する必要がある。 

－ JIS B 9700 に従ったリスクアセスメントの必要性 

－ 機械の使用に関する実際の経験 

－ 総合システム停止性能 

－ 安全防護物の作動に従って機械が安全条件を達成する（例えば，機械が停止する）までにかかる時間 

－ 生体力学的データ及び人体測定データ 

－ 保護装置が作動するまでに起こる人体部位の危険区域への侵入 

－ 検出区域から危険区域に向かう際の人体部位の動作経路 

－ 危険区域と安全防護物との間に人が存在する可能性 

－ 接近が検出されない可能性 

 

1 適用範囲 

この規格は，人体部位の接近速度に基づく安全防護物の位置決めについて規定する。 

また，この規格は，人体部位の接近速度の値に基づいたパラメータを指定し，安全防護物の検出区域又

は作動装置から危険区域までの最小距離を決定するための方法論を示す。 

この規格の接近速度（歩行速度及び上肢の動作速度）の値は，現実の経験及び時間計測から導き出され

たものである。この規格は，典型的な接近に対する指針を提供する。他の形態の接近，例えば，走る，跳

ねる又は落下するなどは，この規格では考慮しない。 

注記 1 他の形態の接近は，結果としてこの規格の規定よりも速く又は遅くなる可能性がある。 

この規格で考慮される安全防護物は，次を含む。 

a) 電気的検知保護装置（JIS B 9704 シリーズ参照），すなわち，次による。 

－ ライトカーテン及びライトグリッド（AOPD） 

－ レーザスキャナ（AOPDDR）及び二次元映像利用保護装置 


